
３ 基礎データ、サービス必要量等の推計における整合性の確保 ３ 基礎データ、サービス必要量等の推計における整合性の確保
医療及び介護の連携を推進するためには、計画作成の際に用いる人口推計等の基礎デー
タや、退院後に介護施設等を利用する者、退院後又は介護施設等の退所後に在宅医療・介
護を利用する者の数等の推計について、整合性を確保する必要がある。特に、医療機関機


能及び


病床の機能分化及び

連携に伴い生じる、在宅医療等の新たなサービス必要量に関す

る整合性の確保が重要である。市町村が市町村介護保険事業計画において掲げる介護の整
備目標と、都道府県が医療計画において掲げる在宅医療の整備目標とを整合的なものとし、
医療・介護の提供体制を整備していく必要がある。

医療及び介護の連携を推進するためには、計画作成の際に用いる人口推計等の基礎デー
タや、退院後に介護施設等を利用する者、退院後又は介護施設等の退所後に在宅医療・介
護を利用する者の数等の推計について、整合性を確保する必要がある。特に、病床の機能
分化・

連携に伴い生じる、在宅医療等の新たなサービス必要量に関する整合性の確保が重

要である。市町村が市町村介護保険事業計画において掲げる介護の整備目標と、都道府県
が医療計画において掲げる在宅医療の整備目標とを整合的なものとし、医療・介護の提供
体制を整備していく必要がある。

第３ 都道府県計画及び市町村計画の作成並びにこれらの整合性の確保に関する基本的な事項 第３ 都道府県計画及び市町村計画の作成並びにこれらの整合性の確保に関する基本的な事項
一 （略） 一 （略）
二 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項 二 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
１ （略） １ （略）
２ 医療及び介護の総合的な確保に関する目標及び計画期間 ２ 医療及び介護の総合的な確保に関する目標及び計画期間
 目標の設定  目標の設定
都道府県計画については、都道府県医療介護総合確保区域ごとの当該区域において、
また、市町村計画については、市町村医療介護総合確保区域ごとの当該区域又は当該市
町村の区域において、データに基づく地域の医療・介護ニーズや医療・介護資源に関す
る現状分析、将来予測等を行い、医療及び介護の総合的な確保に関する目標を設定する
ものとする。

都道府県計画については、都道府県医療介護総合確保区域ごとの当該区域において、
また、市町村計画については、市町村医療介護総合確保区域ごとの当該区域又は当該市
町村の区域において、データに基づく地域の医療・介護ニーズや医療・介護資源に関す
る現状分析、将来予測等を行い、医療及び介護の総合的な確保に関する目標を設定する
ものとする。

当該目標の設定に当たっては、地域医療構想及び


医療計画又は市町村介護保険事業計
画若しくは都道府県介護保険事業支援計画において設定した目標と整合性を図るととも
に、可能なものについては定量的な目標を定め、計画期間の年度ごとの進捗管理が適切
に行えるようにするものとする。

当該目標の設定に当たっては、医療計画又は市町村介護保険事業計画若しくは都道府
県介護保険事業支援計画において設定した目標と整合性を図るとともに、可能なものに
ついては定量的な目標を定め、計画期間の年度ごとの進捗管理が適切に行えるようにす
るものとする。

・ （略） ・ （略）
３・４ （略） ３・４ （略）
三～五 （略） 三～五 （略）
第４ 公正性及び透明性の確保その他基金を充てて実施する都道府県事業に関する基本的な事項 第４ 公正性及び透明性の確保その他基金を充てて実施する都道府県事業に関する基本的な事項
一 基金に関する基本的な事項 一 基金に関する基本的な事項
１ （略） １ （略）
２ 基金と報酬（診療報酬及び介護報酬）等との関係 ２ 基金と報酬（診療報酬及び介護報酬）等との関係
診療報酬及び介護報酬は、診療行為や介護サービスに対する対価として設定されるもの
であり、全国一律の点数及び単位設定が原則とされているため、それぞれの地域の実情を
勘案した設定が難しい面がある。

診療報酬及び介護報酬は、診療行為や介護サービスに対する対価として設定されるもの
であり、全国一律の点数及び単位設定が原則とされているため、それぞれの地域の実情を
勘案した設定が難しい面がある。

他方、基金を充てて実施する事業は、医療機関機能及び


病床の機能の分化及び連携の推
進、在宅医療・介護の体制整備、医療・介護従事者の確保・養成等の地域における様々な
課題の解決のため、それぞれの地域の実情に応じた創意工夫に対応しやすい面がある。

他方、基金を充てて実施する事業は、病床の機能の分化及び連携の推進、在宅医療・介
護の体制整備、医療・介護従事者の確保・養成等の地域における様々な課題の解決のため、
それぞれの地域の実情に応じた創意工夫に対応しやすい面がある。

基金の活用に当たっては、こうした違いを踏まえる必要がある。また、同様に基金以外
の各種の補助制度の活用に当たっても、それぞれの地域の医療・介護サービスの提供体制
の構築に資する方法を考慮する必要がある。

基金の活用に当たっては、こうした違いを踏まえる必要がある。また、同様に基金以外
の各種の補助制度の活用に当たっても、それぞれの地域の医療・介護サービスの提供体制
の構築に資する方法を考慮する必要がある。

３ （略） ３ （略）
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